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　人事行政の運営における公平性お
よび透明性を確保するため、「中央区
人事行政の運営などの状況の公表に
関する条例」に基づき、区職員の定数、
給与、勤務条件などについて、その
概要を区民の皆さんにお知らせします。

　なお、詳しくは情報公開コーナー
の「人事行政の運営状況」または茜を
ご覧ください。
逢職員課人事係
　☎（３５４６）５２４７

（令和５年度普通会計決算）
職員数
（Ａ）

（R5.4.1）

給与費 1人当たり
給与費

（Ｂ／Ａ）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）
1,629人
（35人） 5,038,460千円 2,173,036千円 2,460,887千円 9,672,383千円 5,938千円

◎職員手当に退職手当は含まない。
◎職員数の（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員であり、外書きである。
◎�給与費は総務省の地方財政状況調査と同一基準に基づく数値で、暫定再任用短時間勤務職員分
を含む。
◎�１人当たりの給与費の数値は、上記Ｂを暫定再任用短時間勤務職員を含まない人数で除したもの。

２　職員給与費の状況

５　障害者の雇用状況（令和６年６月１日現在）
障害者数 51.0人
雇用率 2.81％

◎「障害者の雇用の促進等に関する法律」第40条に基づく任免状況の通報様式に基づく数値� �
◎平成22年７月の法改正により、短時間勤務職員（0.5人で算定）も対象内� � �
◎�令和4年の法改正により、法定雇用率が現行の2.6％から、令和6年4月からは2.8％、令和8年
7月からは3.0％と段階的に引き上げられる。特別区においては昭和56年の区長会申し合わせ
により各区３％の目標雇用率が設定されており、その達成に努めている。

　能力、実績に基づく人事管理の徹底、職員の士気向上および人材育成など
を行うため、全職員を対象に人事評価を実施しています。評価は職員の自己
申告などを基に行われます。
（1）評価期間
　幹部職員：４～３月
　一般職員：１～12月
（2）評価内容
　評価の区分は「能力評価」、「業績評価」および「総合評価」です。�
　能力評価：�職務遂行の過程において発揮された能力を客観的に評価するも

ので、評価項目は標準職務遂行能力（職務を遂行する上で発揮
することが求められる職層ごとの能力）に基づいて設定します。

　業績評価：�職員があらかじめ設定した業務目標に対する成果と、その他の
設定目標以外の取り組みを含めて、担当業務全体の業績を客観
的に評価します。

　総合評価：能力・業績の両面から総合的に評価します。
（3）評価方法
　評価は各項目ごとに５段階で行われます。

（4）人事評価の活用範囲
　人事評価の結果は給与（昇給、勤勉手当の成績率）、任用（採用、昇任など）、
分限（免職、降任、降給）および配置管理などに活用されます。

評価者 項目別評価 総合評価
第1次評価者 5段階絶対評価 5段階絶対評価

第2次評価者 5段階絶対評価 5段階絶対評価
5段階相対評価

（令和５年度普通会計決算）
住民基本
台帳人口

（R6.4.1）
歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ） 人件費率

（Ｂ／Ａ）
（参考）
4年度の
人件費率

181,845人 161,807,893千円 2,396,150千円 15,817,769千円 9.8% 12.2%
◎総務省の地方財政状況調査と同一基準に基づく数値
◎人件費には、特別職に支給される給料・報酬などを含む。

１　人件費の状況

（令和６年４月１日現在）
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
287,654円 432,392円 37.8歳 262,462円 360,469円 48.8歳
◎総務省の地方公務員給与実態調査と同一基準に基づく数値
◎平均給与月額とは、給料に職員手当（期末・勤勉手当、退職手当を除く）を加えた平均月額
◎平均年齢は、年数で記載し10進法で計算したもの。

３　職員の平均給料月額、平均給与月額および平均年齢の状況

４　昇給の状況
区　分 総職員 代表的な職種

一般行政職 技能労務職
令
和
６
年
度

職員数（Ａ） 1,654人 984人 150人
昇給区分Ａ（６号昇給）又は

昇給区分Ｂ（５号昇給）に決定された職員数（Ｂ） 459人 306人 42人

比率（Ｂ）／（Ａ） 27.8% 31.1% 28.0%
◎�昇給の状況に係る職員数は、一般職に属する職員数から暫定再任用フルタイム勤務職員、暫定
再任用短時間勤務職員、定年前再任用短時間勤務職員および区費負担指導主事を除いたもの。
◎総職員には、一般行政職・技能労務職の他、医療職などを含む。

５　主な職員手当の状況
区　分 中央区 国

勤
勉
手
当 

期
末
手
当

令和5年度支給割合
期末手当
2.40月分
（1.35月分）

勤勉手当
2.25月分
（1.10月分）

期末手当
2.45月分

（1.375月分）

勤勉手当
2.05月分

（0.975月分）

退
職
手
当

令和6年4月1日現在
（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

自己都合
18.00月分
28.00月分
39.75月分
39.75月分

勧奨・定年
24.55月分
32.95月分
47.70月分
47.70月分

自己都合
19.670月分
28.040月分
39.758月分
47.709月分

応募認定・定年
24.587月分
33.271月分
47.709月分
47.709月分

1人当たり平均支給額 4,667千円 20,884千円 －
◎期末手当・勤勉手当の（　）内は、暫定再任用職員および暫定再任用短時間勤務職員の支給割合
◎退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額

（令和５年度）

時間外勤務手当 支給総額 654,113千円
職員1人当たり支給年額 465千円

（令和６年４月１日現在）
区　分 区　長 副区長 教育長 議　長 副議長 議　員

給料・報酬 1,155,000円 926,000円 827,000円 933,000円 792,000円 613,000円
期末手当 令和5年度支給割合　　　　　3.50月分

６　特別職の報酬などの状況

１　職員数の推移

清掃などの職員数
職員数

都区制度改革による
清掃などの移管増
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◎総務省の地方公共団体定員管理調査と同一基準に基づく数値

（各年度４月１日現在）

職員の任免および職員数

職員の人事評価の状況

職員の給与の状況

３　一般行政職の級別職員数の状況 （令和６年４月１日現在）
区　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級 6　級 計

標準的な職務内容 係　員 主　任 係長・主査 課長補佐 課　長 部　長

職員数 478人
（3人）

221人
（9人）

198人
（0人）

53人
（0人）

50人
（0人）

18人
（0人）

1,018人
（12人）

構成比 47.0%
（25.0%）

21.7%
（75.0%）

19.4%
（0.0%）

5.2%
（0.0%）

4.9%
（0.0%）

1.8%
（0.0%）

100%
（100%）

参
考
1年前の構成比 46.6% 22.2% 19.2% 5.3% 5.1% 1.6% 100%
5年前の構成比 43.2% 23.7% 20.6% 4.7% 5.8% 2.0% 100%

◎「中央区職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分による職員数
◎標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務
◎�（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員および定年前再任用短時間勤務職員であり、外書きで
ある。
◎構成比は級ごとに算出し四捨五入しているため、計とは一致しない。

（令和６年４月１日付新規採用者数）

区　分 事務系 福祉系 一般技術系・�
医療技術系 技能系 幼稚園

教育職員 合　計

採用者数 58人 33人 21人 14人 3人 129人

４　職員の採用状況

（令和５年度）

事　由 定年退職 勧奨退職 普通退職 その他�
（傷病・死亡） 合　計

人　数 0人 6人 59人 1人 66人
◎交流退職・任期満了・臨時的任用教員を除いた人数

６　一般職員の事由別退職者数

２　部門別職員数 （各年度４月１日現在）
区　分 職員数 対前年 

増減数 主な増減理由部　門 令和5年度 令和6年度

一般行政
部門

議　会 14人 14人 0人
総務・企画 306人 317人 11人 晴海特別出張所開設などによる増
税　務 51人 51人 0人
民　生 535人 554人 19人 子育て支援関連事務増などによる増
衛　生 248人 259人 11人 晴海保健センター開設などによる増
労　働 0人 1人 1人 新規派遣による増
農林水産 0人 0人 0人
商　工 18人 18人 0人
土　木 211人 216人 5人 再開発事務増などによる増

小計（Ａ） 1,383人
（29人）

1,430人
（�28人）

47人
（△1人）

特別行政
部門 教育（Ｂ） 248人

（5人）
244人
（�1人）

△4人
（△4人）会計年度任用職員活用などによる減

普通会計
（Ｃ＝Ａ＋Ｂ）

1,631人
（34人）

1,674人
（�29人）

43人
（△5人）

�公営
企業等�
会計部門

国民健康保
険事業・介
護保険事業
会計等（Ｄ）

38人
（1人）

39人
（1人）

1人
（�0人）欠員補充による増

合計（Ｃ＋Ｄ） 1,669人
（35人）

1,713人
（�30人）

44人
（△5人）

◎�職員数は一般職に属する職員で、休職者、派遣職員などを含み、会計年度任用職員(パートタイ
ム)を除く。
◎�（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員および定年前再任用短時間勤務職員（令和５年度は暫定再
任用短時間勤務職員のみ）であり、外書きである。

人事行政の運営状況
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1　一般職員の勤務時間など
　職員の勤務時間などについては、「中央区職員の勤務時間、休日、休暇等
に関する条例」で定められています。職員に割り振られている主な勤務形態
は次のとおりです。

（令和６年４月１日現在）

区　分 1週間の正規の
勤務時間

1日の正規の
勤務時間 勤務時間 週休日

本　庁 38時間45分

7時間45分

　午前8時30分～　�
　午後5時15分

日曜日および
土曜日

【交代制勤務の例】
保育園

4週間を通じて�
1週間について�
平均38時間45分

①午前8時～
　午後4時45分
②午前9時55分～
　午後6時40分など

日曜日および
4週間を通じて

4日

◎�本庁のうち水曜日の窓口延長を行っている職場は午前10時30分～午後7時15分まで勤務する
職員がいる。
◎施設の開館日・開館時間帯・職務の性質などにより交代制勤務を行っている職場がある。

２　一般職員の年次有給休暇の取得状況
　年次有給休暇は、職員の心身の疲労を回復させ、労働力の維持培養を図る
ことを目的として、職員の請求する時季に与えられる休暇です。
［日�数］�一会計年度について20日とし、４月１

日に付与されます。
　　　�その年度に使用しなかった日数がある

場合には、20日を限度に翌年度に限り
繰り越すことができます。

（令和５年度）
対象人数 平均取得日数
1,525人 16.1

◎�幼稚園教育職員を除いた人数

４　職務専念義務の免除制度
　職員が守るべき基本的な義務として、職務に専念する義務が「地方公務員
法」に規定されています。その特例として、研修、職員の厚生に関する計画
の実施に参加する場合、職務上の講演・聴講・受験、妊娠中および出産後の
女子職員の休養などについて任命権者の承認を得たときは、条例などにより
職務に専念する義務が免除されます。

３　育児休業、部分休業および配偶者同行休業の取得状況
　育児休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進し、職員の福祉を増
進することを目的として、３歳に満たない子を養育するための休業制度です。
　部分休業は、勤務を中断することなく、育児と仕事の継続および両立が図
れるよう、小学校就学前までの子を養育するため、１日の勤務時間の一部を
勤務しないことができる制度です。
［時間］�勤務時間の始めまたは終わりに、１日を通じて２時間の範囲内
　　　�配偶者同行休業は、公務において活躍することが期待される有為な職

員が外国で勤務などをする配偶者と外国において生活を共にするため、
職員としての身分を保有しつつ、職務に従事しないことができる休業
制度です。

［期間］３年以内
（令和５年度）

◎�当該年度に育児休業・部分休業および
配偶者同行休業を取得した職員数

◎�前年度から引き続き取得している職員
を含む。

区　分 育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

配偶者同行
休業取得者数

男性職員 21人 2人 0人

女性職員 92人 42人 0人

計 113人 44人 0人

５　職員の分限および懲戒処分
　職員が一定の事由により、その職務を十分に果たせない場合などに、休職、
降任などの分限処分を行います。また、職員に法令違反などの一定の義務違
反があった場合に、免職、停職、減給などの懲戒処分を行います。

（令和５年度）
懲戒処分 分限処分

戒　告 減　給 停　職 免　職 休　職 免　職

2人 0人 1人 0人 44人 0人

６　勤務条件に関する措置要求の状況
　措置要求とは、公務員には労働基本権の一部が制限されているため、その
代償措置として設けられているもので、給料、勤務時間、執務環境などに不
服がある場合、人事委員会に対し審査などを要求する制度です。

前年度からの
継続事案数（Ａ）

令和5年度 
要求事案数（Ｂ） 完結件数（Ｃ） 翌年度継続件数 

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

0件 0件 0件 0件

７　不利益処分に関する審査請求の状況
　審査請求とは、懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を受けた
職員が、人事委員会に対して、審査請求をすることができる制度です。

前年度からの
継続事案数（Ａ）

令和5年度 
要求事案数（Ｂ） 完結件数（Ｃ） 翌年度継続件数 

（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

0件 0件 0件 0件

６　互助制度
⑴特別区職員互助組合
　�　特別区の職員などの相互共済および福利厚生の向上を図ることを目的と
して設置されており、「保険」「ライフプラン」などの事業を行っています。
互助組合で行う事業に必要な経費は、職員が負担する組合費（給料月額の
1.7／1000）と各種保険の事務手数料などの事業収入で運営されています。
⑵中央区職員互助会
　�　職員の相互扶助、親睦および福利厚生の向上を図ることを目的として設
置された団体で、会員数は、令和６年４月１日現在で2,179人です。

５　職員住宅
　職員の福利厚生の増進を図るとともに、地震災害などの非常事態が発生し
た場合に必要な災害対策要員を確保するために設置しています。
・設置個所：９カ所
・戸数：109戸　（内訳）世帯用68戸、単身用41戸

３　公務災害補償
　職員の公務上の災害や通勤による
災害に対して「地方公務員災害補償
法」などに基づき損害を補償し、必要な福祉事業を行っています。

（令和５年度）
公務災害 通勤災害 計
20件 5件 25件

４　安全衛生管理
⑴安全衛生管理体制
　�　職員の安全と健康を確保し、健康障害を防止するため、「労働安全衛生法」
などに基づき、安全衛生管理者などを選任するとともに、職員の安全およ
び衛生に関する事項を調査審議する安全衛生委員会を設置しています。
⑵健康診断
　　「労働安全衛生法」や行政指導などにより各種健康診断を行っています。
主な健康診断の受診状況� （令和５年度）

種　別 対象者 受診者
人数（A） 受診者（B） 受診率（B/A）

定期健診 2,004人 1,969人 98.3%
情報機器作業従事者健診 570人 474人 83.2%

消化器検診 胃部 1,348人 470人 34.9%
大腸がん 1,348人 754人 55.9%

婦人科検診 子宮がん 1,270人 827人 65.1%
乳がん 352人 253人 71.9%

◎会計年度任用職員を含み、幼稚園教育職員などを除いた人数
◎情報機器作業従事者健診は、コンピューターなどを用いた作業を行う職員を対象に実施
⑶ストレスチェック
　�　「労働安全衛生法」に基づき、職
員のメンタルヘルス不調を未然に
防止するために行っています。

� （令和５年度）
対象者数 受検者数 受検率
2,002人 1,549人 77.4%

◎�会計年度任用職員を含み、幼稚園教育職員
などを除いた人数

職員の服務、勤務時間、分限および懲戒処分

２　共済組合
　職員とその家族の生活の安定と
福祉の増進に寄与するとともに、
公務の能率的運営に資することを目的として運営されており、短期給付事業、
長期給付事業および福祉事業などを行っています。共済組合で行う事業に必
要な経費は、短期給付事業、長期給付事業および福祉事業の各事業ごとに定
められ、組合員と地方公共団体とで負担しています。

１　福利厚生の概要
　区の福利厚生事業は、法律で定
めている法定事業と、事業主とし
て実施している法定外のものとに
分けられます。
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共済制度 東京都職員共済組合�
公立学校共済組合

公務災害補償制度 公務災害補償

安全衛生管理

健康診断・健康相談
（一部法定外）
安全管理
職場環境衛生
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職員住宅 職員住宅

互助制度 特別区職員互助組合
中央区職員互助会

職員の福祉および利益の保護

１　対象者
　令和６年８月末日までに、「中央区職員の退職管理に関する条例」第３条に
規定する届け出を行った者（ただし、すでに公表した者は除く）
２　再就職状況

離職時の職 離職日 再就職日 再就職先の名称 再就職先に
おける地位

企画部長

令和6年
3月31日

令和6年
4月1日

一般社団法人�
中央区観光協会

事務局長（4月1日から
6月18日まで事務局次長）

環境土木部�
中央清掃事務所長

一般財団法人�
中央区都市整備公社 まちづくり事業部長

都市整備部�
建築課長

東京都防災・建築�
まちづくりセンター

まちづくり推進部�
まちづくり推進課�
耐震担当課長

職員の退職管理の状況

（令和５年度実施分）
研修種別 実施内容 回　数 延べ人数
職層研修 新任・現任・主任・係長など職層ごとに実施した研修 93回 1,117人

実務・専門研修 文書・財務・法律などの実務能力の向上を目的とした研修 88回 313人
特別研修 異業種体験研修などの特別に実施した研修 103回 794人
派遣研修 国や東京都などが実施する研修 94回 148人

合　計 378回 2,372人

職員の研修の状況


